
マイキープラットフォームによる地域活性化方策検討会 開催要綱（案） 

１ 目的 

本検討会は、地域活性化の道筋を明らかにする「マイキープラットフォーム※による地

域活性化戦略案」の構築を目的とし、「公的個人認証サービス等を活用したＩＣＴ利活

用ワーキンググループ」（以下「ＷＧ」という。）の下に開催されるサブワーキンググ

ループとして開催する。 
  ※マイキープラットフォームとは 

マイナンバーカードのマイキー部分（ICチップの空きスペースと公的個人認証の部分で、国や地方自
治体といった公的機関だけでなく、民間でも活用できるもので、マイナンバーを使うことはないもの）
を活用して、マイナンバーカードを公共施設や商店街などに係る各種サービスを呼び出す共通の手段と
するための共通情報基盤。 

２ 名称 

本検討会は「マイキープラットフォームによる地域活性化方策検討会」と称する。 

３ 検討内容 

 マイキープラットフォームによる地域活性化への道筋を明らかにするため、以下の項

目について検討する。 

①住民視点での行政サービス再編・業務改革

②新たな商店街振興策を軸とした地域経済活性化

③多様なサービスイノベーションによる地域経済好循環拡大への期待

４ 構成及び運営 

(1) 本検討会の座長は、総務省大臣補佐官とする。本検討会の構成員は、別添のとおりと

する。 

(2) 本検討会座長は、本検討会を招集し、主宰する。 

(3) 本検討会座長は、必要があると認めるときは、座長代理を指名することができる。 

(4) 本検討会座長は、必要に応じて構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を聴くこ

とができる。 

(5) 本検討会座長代理は、座長を補佐し、座長不在のときは座長に代わって本検討会を招

集し、主宰する。 

(6) 本検討会において検討された事項は、本検討会座長がとりまとめ、これをＷＧに報告

する。 

(7) その他、本検討会の運営に必要な事項は、座長が定めるところによる。 

５ 議事等の公開 

(1) 本検討会は原則として公開とする。 

(2) 本検討会で配付された資料については、次の場合を除き公開する。 

① 公開することにより当事者又は第三者の権利、利益や公共の利益を害するおそれが

あると座長が認める場合 
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② その他、非公開とすることが必要と座長が認める場合 

(3) 本検討会終了後、速やかに議事要旨を作成し、公開する。 

 

６ スケジュール 

  本検討会は、平成２８年２月から開催する。 

７ 事務局 

  本検討会の庶務は、総務省地域力創造グループ地域政策課地域情報政策室、大臣官房企

画課個人番号企画室、行政管理局行政情報システム企画課、自治行政局住民制度課及び情

報通信国際戦略局情報通信政策課において行うものとする。 
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